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１．下水道における都市浸水対策の現状 

近年、日本各地においていわゆるゲリラ豪雨と呼

ばれる、短時間に集中する豪雨の発生が頻発してい

る。また都市化の進行により、雨水が地中へ浸透す

るための山林や田畑等が減少した結果、下水道等の

排水施設へ直接流入する量が増加するとともに、都

市化による人口・資産等の集中により、都市部での

浸水被害リスクが増大している。各都市においては

浸水被害を防ぐための様々な対策が進められている

が未だ整備途上であり、特にハード整備による対策

については、多額の費用と期間が必要となることか

ら、早急な対応は困難な状況である。一方、都市部

では下水道を含めた様々な施設が既に一定量整備さ

れており、これらをストックとして活用することに

より被害軽減を図ることが可能である1)。したがっ

て、施設情報や観測情報を蓄積し、被害要因を分析

した上で、既存ストック活用による被害軽減を目指

すことが重要となる。 

２．実証研究の概要  

本研究は、雨量や水位等の情報の検知・伝達・分

析・提供に関する個別技術をICTにより統合したシス

テムを構築し、既存の浸水対策施設の効率的運用に

より、浸水被害軽減を目指す実証研究であり、実証

フィールドは、広島市江波地区を対象としている。 

江波地区は、広島県を流れる太田川の河口部に位

置した南北に細長い地区である。地区内は住宅地を

中心として都市化が進んでいる。また、雨天時には

地区外（横川及び吉島地区）からポンプによって雨

水が送水されている。地形的には、河川に面した部

分と北側及び南側の地盤が比較的高く、それ以外は

概ね標高1.0m以下の低い土地であり、降雨による浸

水発生の頻度が高い地区である。本研究では、既設

と併せて地上雨量計3台、水位計13台で区域内の雨量

及び下水道管内の水位を計測する。また、降雨情報

については、XRAINによる観測データも活用し、これ

らの情報を区域内に敷設した全延長約4kmの光ファ

イバーケーブルに接続し、リアルタイムで収集しな

がら、浸水予測とポンプ運転等の支援情報の提供を

行う（図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 実証フィールドとシステムの概要 

３．実証研究成果の活用 

現在はシステム構築が完了し、データの収集・監

視を開始したところである。今後は収集データを用

い、システムによる支援情報を活用した場合の被害

軽減効果について確認する。さらに本研究で用いた

技術については、広く一般的に普及させることを目

的に、得られた成果を基とした技術ガイドラインの

作成を行う予定である。 

 【参考】1) ストックを活用した都市浸水対策機能向上

検討委員会、ストックを活用した都市浸水対策機能向上の

ための新たな基本的考え方、2014年4月 
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１．はじめに  

東北地方太平洋沖地震では多くの下水道施設が被

害を受けた。そのため、今後、発生が想定される大

規模地震に対し下水道施設の耐震化やBCP作成など

早期の地震対策が求められている。国総研は、急務

なものの膨大な予算と時間を要する自治体の下水道

管の耐震化を効率的、効果的に進めるため、様々な

地震条件での下水道管路施設の被害傾向分析が可能

な下水道管路地震被害データベースを作成した。 

２．下水道管路地震被害データベースの作成  

 データベース作成にあたり地震発生毎に別々の観

点から収集された情報を再調査し、項目を統一、一

元的に整理した。対象とした地震は、能登半島地震

（2007年）、新潟県中越沖地震（2007年）、東北地

方太平洋沖地震（2011年）、長野県北部地震（2011

年）までに発生した大規模な4つの地震である。東北

地方太平洋沖地震及び長野県北部地震の被害情報は、

災害査定資料に基づく情報を整理し、それ以外の地

震では、国総研および（独）土木研究所の既往の被

害調査資料に基づく情報を整理した。データベース

に登録した情報は、一部でも被害のあったスパン（上

流人孔、下流人孔およびそれらに挟まれた管路）情

報であり、スパン毎の管路施設の諸元（管種や深さ

など）、被害情報（被害状況や浮上量など）および

それに対応する地域の地震関連情報（計測震度、微

地形分類など）である（表）。現在、本データベー

スには、約5,000スパンの情報を登録している。 

３．データベースによる被害傾向分析 

本データベースを活用すれば、様々な地震条件で

の下水道管路施設の被害傾向が分析できる。例えば、

下水道管路施設の被害率について、周期や地震継続

時間が比較的長い海溝型地震である東北地方太平洋

沖地震と直下型の新潟中越地震等1）の過去の地震で

比較した場合、計測震度が5.3より小さな震度では、

直下型の方が被害率はやや大きくなり、大きな震度

では海溝型の被害率が大きくなった（図）。引き続

き、より詳細な傾向分析を行い、被害影響因子につ

いて検討する。 

 

図 計測震度と被害率 

４．おわりに 

 本研究では、下水道管路の地震被害情報をデータ

ベースとして整理し、被害傾向を分析した。今後被

害データベースの充実を図り、管路施設の地震被害

リスク評価方法の検討や耐震対策優先度評価手法の

確立に役立てていく予定である。また公開により、

自治体や大学・民間研究者の地震研究が促進され、

下水道管路施設の耐震対策技術の発展が期待される。 

【参考】 

1)大規模地震による下水道被害想定検討委員会：大規模地
震による被害想定手法及び想定結果の活用方法に関する
マニュアル、平成18年3月 
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表 データベースの項目 
地震名 管の破損
地震発生年月日 管の変形
市町村名 管のたるみ・蛇行
ID 管の継手ずれ
上流人孔番号 管のクラック
下流人孔番号 浸入水
管径（mm） 取付管突出・接合不良
管種 上流側人孔滞水深（cm）
形状 下流側人孔滞水深（cm）
延⾧（m） 上流人孔浮上量（cm)
上流人孔種類 下流人孔浮上量（cm)
下流人孔種類
上流人孔深（m）
下流人孔深（m） 計測震度
上流管きょ土被り（m）
下流管きょ土被り（m）

微地形分類
（埋立地、丘陵、谷底平野、等）

管路施設
被害情報

SI（kine）（地震によって一般的な構造物がど
れくらい大きく揺れるかを表す指標）

地震関連
情報

基本情報

管路施設
諸元

防
災
・
減
災
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